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株式会社カイジョーの株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 23 年 11 月 25 日開催の取締役会において、以下のとおり、株式会社カイジョーの株式を取得

し、子会社化することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

 

１．株式の取得の理由 

当社は、メカトロシステム事業（連結売上高の構成割合 18.1％）の拡大を目的として取得するものであ

り、同事業の一つの柱である半導体製造装置において、半導体を検査するハンドラや半導体を基板に直接接

続するフリップチップボンダなどを製造販売しております。 

一方、株式会社カイジョーでは、超音波技術を中核技術として、超音波を用いて半導体と基板とをワイヤ

で接続するワイヤボンダと、超音波洗浄に用いる超音波発生装置を主力製品とし、ワイヤホンダの前工程製

品のダイボンダも販売しております。 

両社の製品を合わせることにより、主要なボンダの全てを当社グループにおいて取扱うことができます。 

このように、両社間では競合する製品がなく、かつ技術の近似性が高いことから、技術の交流と相互の強

みを生かし新製品・新技術開発のスピードアップを図るとともに販路の拡大並びにアフターメインテナンス

体制の強化・充実が期待されるなど、業容拡大に寄与するものと見込んでおります。 

 

 

２．異動する子会社（株式会社カイジョー）の概要 

（１） 名 称 株式会社カイジョー 

（２） 所 在 地 東京都羽村市栄町三丁目１番地の５  

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 及川哲夫 

（４） 事 業 内 容 超音波応用機器製造販売 

（５） 資 本 金 90百万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和23年7月21日 

（７） 大株主及び持株比率 ＫＪファンド 業務執行組合員 フェニックス・キャピタル株式会社 85.2％ 

資 本 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係はあ

りません。 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

人 的 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき人的関係はあ

りません。 
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取 引 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき取引関係はあ

りません。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成21年3月期 平成22年3月期 平成23年3月期 

 純 資 産 105百万円 227百万円 1,291百万円

 総 資 産 8,181百万円 8,216百万円 8,769百万円

 １ 株 当 た り 純 資 産 △13.98円 △12.06円 2.36円

 売 上 高 6,403百万円 4,724百万円 8,129百万円

 営 業 利 益 △748百万円 192百万円 765百万円

 経 常 利 益 △1,019百万円 30百万円 696百万円

 当 期 純 利 益 △2,381百万円 122百万円 1,063百万円

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 △37.21円 1.91円 15.52円

 １ 株 当 た り 配 当 金 －円 －円 －円

（注）１．当該会社は、連結財務諸表を作成していないため、単体の数字を記載しております。 

２．当該会社は、下記の子会社を有しております。 

株式会社エクセルカイジョー（長野県松本市） 
超音波サｰビス株式会社（東京都新宿区） 
KAIJO(THAILAND) CO., LTD（タイ国バンコク市） 
上海楷捷半導体科技有限公司（中国上海市） 

 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 名 称 KJファンド 

（２） 所 在 地 東京都千代田区丸の内2丁目2番1号 

（３） 設 立 根 拠 等 民法に基づく組合 

（４） 組 成 目 的 事業者への投資事業を通じて収益を得ること 

（５） 組 成 日 平成17年1月27日 

（６） 出 資 の 総 額 30億5千万円 

（７） 
出資者・出資比率 

・ 出 資 者 の 概 要 

１．ジャパン・リカバリー・ファンドⅡ 50.0％  

２．日本リバイバル債権回収株式会社  50.0％ 

名 称 フェニックス・キャピタル株式会社 

所 在 地 東京都千代田区丸の内2丁目2番1号 

代 表 者 の

役 職 ・ 氏 名

代表取締役 三村智彦 

事 業 内 容 投資業 

（８） 業務執行組合員の概要 

資 本 金 10百万円 

上 場 会 社 と

当該ファンド

との間の関係

当社並びに当社の関係者及び関係会社から当該ファンド

へは直接・間接問わず出資はありません。また、当社並

びに当社の関係者及び関係会社と当該ファンドの出資者

（原出資者を含む。）との間に特筆すべき資本関係・人

的関係・取引関係はありません。 

（９） 
上 場 会 社 と 当 該 

ファンドとの間の関係 

上場会社と業

務執行組合員

当社と当該ファンドの業務執行組合員との間には、記載

すべき資本関係・人的関係・取引関係はありません。ま
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  との間の関係 た、当社並びに当社の関係者及び関係会社と当該ファン

ドの業務執行組合員並びに当該ファンドの業務執行組合

員の関係者及び関係会社との間には、特筆すべき資本関

係・人的関係・取引関係はありません。 

 

 

（１） 名 称 フェニックス・キャピタル・パートナーズ・セブン投資事業組合 

（２） 所 在 地 東京都千代田区丸の内2丁目2番1号 

（３） 設 立 根 拠 等 民法に基づく組合 

（４） 組 成 目 的 事業者への投資事業を通じて収益を得ること 

（５） 組 成 日 平成21年3月30日 

（６） 出 資 の 総 額 10億円 

（７） 
出資者・出資比率 

・ 出 資 者 の 概 要 

１．フェニックス・キャピタル株式会社 50.0％  

２．日本リバイバル債権回収株式会社  50.0％ 

名 称 フェニックス・キャピタル株式会社 

所 在 地 東京都千代田区丸の内2丁目2番1号 

代 表 者 の

役 職 ・ 氏 名

代表取締役 三村智彦 

事 業 内 容 投資業 

（８） 業務執行組合員の概要 

資 本 金 10百万円 

上 場 会 社 と

当該ファンド

との間の関係

当社並びに当社の関係者及び関係会社から当該ファンド

へは直接・間接問わず出資はありません。また、当社並

びに当社の関係者及び関係会社と当該ファンドの出資者

（原出資者を含む。）との間に特筆すべき資本関係・人

的関係・取引関係はありません。 

（９） 
上 場 会 社 と 当 該 

ファンドとの間の関係 

上場会社と業

務執行組合員

との間の関係

当社と当該ファンドの業務執行組合員との間には、記載

すべき資本関係・人的関係・取引関係はありません。ま

た、当社並びに当社の関係者及び関係会社と当該ファン

ドの業務執行組合員並びに当該ファンドの業務執行組合

員の関係者及び関係会社との間には、特筆すべき資本関

係・人的関係・取引関係はありません。 

 

 

（１） 名 称 フェニックス・キャピタル株式会社 

（２） 所 在 地 東京都千代田区丸の内2丁目2番1号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 三村智彦 

（４） 事 業 内 容 投資業 

（５） 資 本 金 10百万円 

（６） 設 立 年 月 日 平成14年1月21日 

（７） 純 資 産 8,126百万円 

（８） 総 資 産 9,473百万円 

（９） 大株主及び持株比率 

１． ピーシー・ホールディングス40.1％ 

２． 個人株主40.1％ 

３． プライスウォーターハウスクーパース株式会社 19.8% 

 



資 本 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係はあ

りません。 

人 的 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき人的関係はあ

りません。 

取 引 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき取引関係はあ

りません。 

（10） 
上 場 会 社 と 

当該会社との間の関係 

関連当事者へ

の 該 当 状 況

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。ま

た、当該会社の関係者及び関係会社は、当社の関連当事

者には該当しません。 

 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

        0株 

（議決権の数：         0個） 

（所有割合 ：       0.0％） 

（２） 取 得 株 式 数 

普通株式            55,147,000株 

（議決権の数：55,147,000個） 

（発行済株式数に対する割合：86.17％） 

優先株式         1,000株（議決権なし） 

（発行済株式数に対する割合：100％） 

（取得価額 ：普通株式および優先株式併せて1,750百万円） 

（３） 異動後の所有株式数 

普通株式            55,147,000株 

（議決権の数：55,147,000個） 

（所有割合：86.17％） 

優先株式            1,000株（議決権なし） 

（所有割合：  100％） 

 

 

５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 平成23年11月25日 

（２） 株 券 引 渡 期 日 平成24年 1月11日（予定） 

 

 

６．今後の見通し 

当該子会社の異動が、当社の平成 24 年 6 月期連結業績に与える影響につきましては、現在精査中であり、

業績予想の修正が必要な場合には、速やかに公表します。 

 

以 上 
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